【第１号議案】
2006年度事業報告（案）
はじめに

　2006年度は、障害分野にとっては忘れ得ぬ年度になりそうだ。歴史的な出来事が、国の内外で相次いだのである。一つは、悲願としていた「障害者権利条約」が国連総会で採択をみたことである（’06年12月13日）。またＪＤとして一貫して否定的な見解をとってきた「障害者自立支援法」が、’06年度をもって施行に移ったことも重大な出来事だった。
　まずは、障害者権利条約の採択についてであるが、文字通り歴史的な快挙である。今世紀に入って初の人権条約の採択であり、既存の７つの主要人権条約（国際人権規約Ａ規定、同Ｂ規定、人種差別撤廃条約、拷問等禁止条約、女性差別撤廃条約、子どもの権利条約、移住労働者権利条約）などと相互に補完し合いながら、障害のある人びとの権利擁護と差別禁止にかけがえのない役割を発揮することになろう。わが国への影響も少なくない。批准をめぐる動きの過程で、条約との比較で障害者関連法制の弱点や課題が浮き彫りになることが期待できる。関連法制の根本的な改革の可能性を得たことになるのである。なおＪＤは、国連本部で開催された延べ８回に及ぶ特別委員会のすべてに、ＮＧＯ傍聴団(’05年度からは日本障害フォーラムが主催)の一員として参加してきた。
　次に、障害者自立支援法の動きについてである。財政抑制を最大の背景とした自立支援法であり、応益負担制度への切り替えや競争原理・成果主義の導入、報酬単価(事業運営費)の引き下げなど看過できない問題点を内包したまま、’06年４月より施行された(全面的な施行は’06年10月より）。ＪＤは、加盟団体の協力を得ながら、法の施行後も生活実態調査の実施や「すべての人の社会」などを通じて、問題点の是正を訴え続けてきた。とくに、法の成立一周年を期して行なわれた「出直してよ！『障害者自立支援法』10・31大フォーラム」(15,000人参加)では、関係団体とも連携しながら、その成功に積極的な役割を果たしてきた。大フォーラムの影響もあって、昨年末の補正予算編成時に、新たな「障害者自立支援法円滑施行特別対策」を引き出すことができたのである。しかし、これらは暫定的でかつ部分的な修復に過ぎず、本質的な問題の解消は今後に残されることになった。
　なお、設立２周年に当たる日本障害フォーラム(ＪＤＦ)は、少しずつ存在感を増しつつある。とくに障害者権利条約に関連しては、国連・特別委員会への傍聴団の派遣や国際ＮＧＯとの連携、日本政府との意見調整などで、重要な役割を果たしてきた。ＪＤは、幹事会や「国内法制に関する委員会」などへの参加をはじめ、障害者権利条約の批准推進運動にあたってのシンボルマークとして「イエローリボンバッジ」を提唱するなど、積極的に関わってきた。「イエローリボンバッジ」については、ＪＤＦとして正式に採用することが決った。
　以上、2006年度を大掴みにふり返ってきたが、問われるのがＪＤの主体的力量である。会員数は退会と加入が２団体ずつで、加盟69団体は前年度と変わらない。総会の議決に従って、ほぼ予定通り理事会の開催ならびに委員会活動を行なってきた。しかし、懸案の財政基盤の安定化、これと連動する事務局体制の強化については前進がみられなかった。引き続き2007年度以降の課題として持ち越されることになった。
１．調査及び障害者施策に関する提言

　下記の諸事項に関して、政策委員会の本委員会ならびに小委員会を軸に、加盟団体や関係者等の協力を得て調査・研究を実施してきた。これらの結果については、ＪＤ広報誌「すべての人の社会」での紹介や国会・厚労省への要請活動などで活用した。

①　障害者自立支援法に関連して、障害者生活実態調査｢障害者自立支援法の影響：JD調査2006｣（06.2月と７月に２回、同一対象者に）を行い、その結果をまとめて概要版として発表した（07.3.30）。

　　この調査の結果、支援策の利用を減らしたりやめたりした人は約10％で、政府の発表より多かった。ほとんどの障害者が自立支援医療や福祉サービスを維持していた。これは障害者の日常生活には、減らすことのできない性質のものであり、当面自治体が減らさない措置をとったためであろう。しかし、減らした人も含めて自己負担額（利用料・食費・交通費などの総額）は大幅に増えている。自立支援法実施前の２月に比べて７月は、自立支援医療では2,509円増、ホームヘルプサービスでは5,341円増、通所サービスでは6,370円増、入所施設では15,540円増となっていた。７月の自己負担額の平均は、ホームヘルプサービスで6,190円、通所系サービスでは16,765円、入所施設では49,735円であった。この負担増は貯金とりくずし、食費も含めた出費減、家族の経済的負担増などでまかなっている。スポーツ、学習・研究、旅行、交際・つきあいなど「元もと使っていない」という人も多かったが、自立支援法の実施以降は従来使っていた人々の中でもそれらへの支出を減らした人が多く、「共生社会をめざす」という法目的と逆の結果が示された。
　この４月から自己負担を減らす特別措置がなされたが、その効果は部分的・一時的なものと思われる。当面、障害者に必要なサービスをあきらめさせたり無理な負担をさせないために、身近な自治体が不足するサービスと費用を当面緊急避難的に負担し、その負担内容を集約し、国が適切に制度改正する必要がある。
②　障害者に対する介護施策、介護保険制度への対応に関しては、「介護保険制度との統合策に関する特別委員会」を設置し、その報告を受け、厚労省老健局の第５回「介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する有識者会議」（’07年2月5日）で、ＪＤとしての「介護保険制度との統合策に関する意見書」を発表した。

③　「障害者の就労と所得保障に関する特別委員会」を設置して、提言に向けての準備に入った。自立支援法に基づくいわゆる「三年後見直し」の中心テーマの一つに「就労を含む所得の確保」が掲げられており、これに対応すべく提言を2007年度前半に行なう必要がある。

④　障害の定義と認定、等級制度に関しては、＜障害の定義認定ワーキンググループ＞で３年計画の３年目の活動を行った。自立支援法の実施の前提として「障害程度区分」審査がある。介護保険制度における要介護区分に２７項目の障害に関わる項目を付け足してコンピーュタ処理する仕組みには、障害のもつ個別的な要素をくみ取れないという大きな弱点がある。また障害認定の「谷間」にある難病・疾病患者には適用されないという欠陥もある。ＪＤでは、厚労省社会・援護局障害保健福祉部長の私的勉強会「障害程度区分勉強会」（’07年4月13日）で、ＪＤとしての意見・提言を行った（「すべての人の社会」’０７．４月号掲載）。また、障害の定義認定ワーキンググループによる作業は、過去２年度のそれぞれのまとめを総合して、その提言案を’０７年度に発表する。

5 支援機器（福祉用具）に関しては、(財)テクノエイド協会の「平成１８年度福祉用具研究開発事業」として、助成金を得て、加盟団体等の協力のもとに調査活動を実施した。年度末に「障害者のＩＴ活用における福祉用具の実態に関する調査研究」として報告書にまとめ、発表した（’07年3月30日）。

6 教育制度・教育体系に関しては、「特別支援教育」をテーマに情報誌「すべての人の社会」の４月号から７月号まで４回、特集を組んでその内容と課題、問題点等を紹介した。
２．障害者権利条約の採択促進を中心とした国際活動

　私たちの長年の悲願であった「障害者権利条約」が第61回国連総会において採択された。ＪＤは、日本障害フォーラム（ＪＤＦ）傍聴団の一員として、’06年８月14日から25日にかけて国連本部にて開催した第８回特別委員会に参加し、歴史的な草案採択に立ち会った。

　その後、条約草案は、’06年12月13日（米国東部時間）に、国連総会において全会一致で採択され、’07年３月30日には81カ国の参加を得て署名セレモニーが行なわれた（日本政府は、’０７年５月１５日現在、署名を行なっていない）。わが国での今後の課題は、まずは英文等からの翻訳と解釈を正確に行なうことである。その上で、批准を意識しながら、条約（条文）と国内法制とを照合し、改革課題を浮き彫りにしていくことが求められる。翻訳や解釈、国内課題の浮き彫り化については、ＪＤＦとの連携の下でこれらを行なっていきたい。

　また、タイ・バンコクで開催された「アジア太平洋障害フォーラム」第２回総会には、１８名のＪＤＦ代表団にＪＤから２名が参加した（バンコク声明採択）。

３．国会及び厚労省等に対する働きかけ

1) 二つのフォーラム開催

　　　ＪＤ第１４回協議員総会の同日午後（’06年６月３日）、虎ノ門ニッショーホールにて、６５０余名の参加者を得て「6.3ＪＤ緊急フォーラム」を開催した。この日に採択した緊急アピールを元に、６月２８日に厚労省と折衝を行なった。また、８月１６日には、ＪＤを含む障害者８団体が厚生労働大臣に対し「障害者自立支援法の早急な見直しを求める緊急要望書」を提出した。

　　　障害者自立支援法の国会成立一周年に当たる10月31日には、全日本ろうあ連盟やＤＰＩ日本会議、障害者の地域生活確立を求める全国大行動実行委員会と共に実行委員会をつくり、「出直してよ！『障害者自立支援法』10.31大フォーラム」を日比谷野外音楽堂・日比谷公会堂・楡の木広場・厚労省前の４会場において開催した。障害当事者や家族、関係者など15,000人を超える参加者があり、主要政党の代表者によるシンポジウム（自民党は欠席）や各地からの実態報告、フォーラムアピールの採択、さらには銀座・東京駅方面へのデモ行進を行った。この「10.31大フォーラム」と同日に、地方においても各種集会が開催され、これらを合わせると、参加者の総数は２万人を超えた。

2) 緊急署名活動

　　「10.31大フォーラム実行委員会」は、前述の総括会議において（’06年11月21日）、フォーラムの効果を持続・増幅させていくための一環として、「障害者自立支援法に関する緊急要望署名」を行なうことを決めた。この直後より署名運動に入り、３週間で第一次分として438,004筆を集め、12月12日に厚生労働大臣に提出した（実際には、障害保健福祉部企画課に提出）。その後も署名は届けられ、最終的には、６24,650筆を数えるに至り、すべてを厚生労働大臣に提出した。

3) ‘06年度補正予算で「特別対策」

　‘06年12月22日、厚生労働省は、「障害者自立支援法円滑施行特別対策」を発表した。補正予算は、’06年度から３年間にまたがるもので、総額で1,200億円が計上された（新たな定率負担の軽減策、事業所運営費の激減緩和策など、ただし’08年度までの限定策）。「10・31大フォーラム」や緊急署名運動などが少なからず影響していると言ってよかろう。

４．社会啓発活動及び会員間交流

1) 「自立支援法への対応策一問一答」の発行

　　障害者自立支援法の４月施行前と１０月全面施行に合わせて、できる限り分かりやすい「自立支援法への対応策一問一答」（第一版’06年３月16日）、第二版「50問50答」（’06年８月３日）を加盟団体の現場職員や各分野の専門家、自治体職員等の協力の下に作成委員会を設け、発行にこぎつけた。第一版は、650部、第２版は1,124部を頒布し、好評を得た。

2) 「イエローリボンバッジ」の普及

　　「10・31大フォーラム」を契機に、障害のある人びとの、その人らしい自立と社会参加をめざすことを目的とした「イエローリボンバッジ」の普及に取組んだ。当初は「10・31大フォーラム実行委員会」として始めたが、’07年度よりＪＤＦの障害者権利条約の批准促進運動のシンボルマークとして活用されることになった。

５．　障害分野に関する情報収集及び広報活動

　ＪＤの広報誌である「すべての人の社会」は、’06年４月号から「改めて障害者自立支援法を考える」をシリーズ化し、「10・31大フオーラム」を挟んで’07年２月号まで継続した（’06年度の「すべての人の社会」の目次総覧は別掲）。なお、前年度からの課題であった紙面刷新と購読者数の増については、紙面刷新についてはある程度の改善が図られたが、購読者数についてはほとんど横ばいで、今後の課題として持ち越されることになった。

　　また、広報委員会に情報委員会を合併してきたが、結果的には独自のホームページやＩＴ部門の活動が十分ではなく、さらなる改善が必要になっている。この他、広報・情報委員会が中心となりながら、(財)テクノエイド協会の「平成18年度福祉用具研究開発助成事業」として「障害者のIT活用における福祉用具の実態に関する調査研究」を実施し、年度末に標記の報告書をまとめ上げた。

６．組織・財政の強化及び理事会・委員会の活性化

1) 財政活動

　　長年にわたって財政基盤の確立が重点課題に掲げられてきたが、’06年度に限っては、結果的に「10・31大フォーラム」を契機に取組んだ「イエローリボンバッジ」の普及活動が功を奏し、事業収益につながった。今後の収益活動にも大きなヒントとなろう。なお、単年度での収支バランスを保つことが課題であったが、この「イエローリボンバッジ」があって赤字を防ぐことができた。
2) 組織活動（正会員の拡大）

　　　組織強化については、地方組織をも意識した加盟団体増が課題であったが、計画的な働きかけが十分ではなく、最終的に05年度実績の69正会員(新規加入２正会員、退会２正会員で増減ゼロ)に留まった。

3) 理事会

　　　理事会を毎月開催し、総会で議決された活動計画等に沿って、また急を要する事柄について、具体的な執行に当たってきた。

4) 委員会活動

　　　理事会の下に設置されている４つの専門員会（総務委員会、政策委員会、企画委員会、広報・情報委員会）は、それぞれ独自の課題を掲げながら、委員会間としても連携を取りながら、また適時に活動を展開してきた。

5) 内規等の整備

　　　総務委員会が中心となりながら、①慶弔見舞金内規、②役員旅費支給内規の原案を作成し、理事会の承認を得た。

6) 事務局の強化

　　　‘06年度の事務局体制は、常勤事務局長とアルバイト体制でしのいできたが、ＪＤに課せられている役割などからみて、極めて脆弱な体制と言わざるを得ない。財政基盤確立の課題とも関わりながら、新たな端緒を開いていかなければならない。

上へもどる　｜　トップページへ
PAGE  
- 6 -

